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調調査査研研究究レレポポーートト（（ 年年 月月））

失失業業率率のの地地域域間間格格差差にに関関すするる一一考考察察

－－ ななぜぜ宮宮城城県県のの失失業業率率はは高高いいののかか －－

大川口 信一

７７Ｒ＆Ｃ研究顧問

キーワード：失業率格差、地域的粘着性、横断的要因、縦断的要因、

本稿では、都道府県間の失業率格差の要因分析を通して宮城県の失業率が相対的に高

い要因を捕捉するとともに、宮城県内市町村の失業率格差の要因について考察した。

失業率の都道府県格差の要因について、重回帰分析とパネル分析を用いて推

定した結果、失業率に対して横断的な引き上げ効果を持つのは、中卒以下人口比

率と卸小売業就業者数比率、宿泊・飲食業就業者数比率であり、このうち中卒以

下人口比率と卸小売業就業者数比率は縦断的な押し上げ効果も有することが示さ

れた。一方、失業率に対して横断的な引き下げ効果を持つのは、製造業就業者数

比率、公共投資依存度、就業者転入超過率及び県民所得であり、このうち就業者

転入超過率は縦断的にも引き下げ効果を持つが、製造業就業者数比率は縦断的に

は失業率の押し上げ要因として作用することが示された。

宮城県の失業率は 年頃から相対的に上昇し失業率の上位グループに張り

付く動きがみられる。その要因を分析した結果、宮城県の失業率が相対的に高い

水準にあるのは、製造業就業者数比率が低く卸小売業就業者数比率が高いという

産業構造要因が基底にあり、そこに公共投資依存度や県民所得の低さという失業

率の底上げ要因が加わったことによるものであることが明らかとなった。政策的

含意としては、失業率の押し上げ要因となっている産業に特化した職業紹介など

対象分野を明確にしたマッチング機能の強化や自動車や半導体製造装置といった

高い付加価値を創出できる産業の厚みをさらに増すことが失業率の抑制効果を高

める有効な方策と考えられる。

宮城県内市町村の失業率格差の要因を推定した結果、格差は主に製造業就業

者数比率や卸小売業就業者数比率といった産業構造要因と市町村民所得や昼夜間

就業者数倍率といった人口移動要因により生じていることが明らかとなった。失

業率改善のためには、それぞれの市町村における失業率の特性を踏まえた的を射

た取り組みを進めることが重要となる。概して卸小売業の失業リスクと所得水準

が失業率に及ぼすインパクトが大きいことから、マッチング機能の強化や所得の

向上策が求められる。

要 約
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はじめに

本稿の目的は、失業率の地域間格差の要因に

ついて考察することである。具体的には、都道

府県間の失業率格差の要因分析を通して宮城県

の失業率が相対的に高い要因を捕捉するととも

に、宮城県内市町村の失業率格差の要因につい

て考察する。

失業とは、就業する意思と能力がある者が生

産活動に参加していないため、生産に投入され

る生産要素である労働力が十分に活用されてい

ない状態である。伝統的な経済政策の目的は、

資源の効率的な配分、景気と物価の安定及び所

得の公正な分配であり、この観点から雇用・失

業問題は重要な政策課題となっている。そこで

適切な経済政策を行うため、経済学では失業の

構造や発生要因などに関する研究が進められて

きた。そうした中で失業率には地域間格差があ

ることが知られており、その要因に関する研究

が行われている。 年代以降の日本の失業率

を概観すると、バブル崩壊とリーマンショック

を契機とした上昇期とその後の下降期という大

きな波を経て現在に至っている。このような中

にあって日本では地域間で失業率に格差が存在

し、それが持続性・粘着性を持つことが、多く

の先行研究で指摘されている 水野 、外館

、勇上 、牧田 、阿部

など 。

本稿では、都道府県別の失業率格差について、

年まで観察期間を広げ、その粘着性を確認

し格差の要因について分析する。そして論者の

所在地である宮城県の失業率が相対的に高い要

因を捕捉するとともに、宮城県内市町村の失業

率格差の要因について考察する。これにより宮

城県の失業率の改善に若干なりとも寄与したい

と考えている。本稿の構成は以下のとおりであ

る。 節では、地域の失業率格差に関する先行研

究をサーベイする。 節では、失業率の推移と地

域的粘着性について概観する。 節では、使用デ

ータと分析方法を示す。 節では、分析結果を示

し、 節では、それについて考察する。むすびは、

本稿のまとめと今後の課題である。

１．先行研究と本稿の分析視点

ここでは地域の失業率格差に関する最近の研

究を概観する。岩本 は、市町村の失業率

について、人口規模に着目しグラフにより分析

している。そして失業率は市町村の人口規模が

大きくなるほど高くなる傾向があり、その背景

として地域の年齢構造や産業構造があるとして

いる。

伊達木 は、都道府県別失業率の発生要

因について、労働市場要因 有効求職倍率 、労

働力供給構造要因 歳労働力人口比率 、労

働力需要構造要因 製造業雇用者比率、卸売・小

売業・飲食店・サービス業就業者比率 、各都道

府県に長期にわたり蓄積された「経済的弱者が

集中しがちな傾向」 現に保護を受けている高齢

者世帯比率 という つの説明変数を使って分析

している。そして推定した重回帰分析に基づく

失業率の変動を要因別に分解した結果、全変動

の約半分が「経済的弱者が集中しがちな傾向」、

約 割が労働市場要因により説明されることを明

らかにしている。また、伊達木 では、

「経済的弱者が集中しがちな傾向」に着目しつ

つ、失業率が高い 府県 沖縄県、大阪府、福岡

県 と長崎県を取り上げ、これらの府県内におけ

る失業率の地域間格差の要因について分析して

いる。そして、大阪府と福岡県では失業率の地

域間変動に最も大きな影響を及ぼす要因が「経

済的弱者が集中しがちな傾向」であるとしてい

る。

杉浦 は、全国 地域の地域別失業率に

ついて、製造業就業者比率、 人当り総所得、公

共投資依存度、若年人口比率、地域の就業構造

の特化度を測る地域間

指数及び地域外就業者移動率の つを説明変数と

したパネル分析により推定している。その結果、

人当り総所得が正、製造業就業者比率や地域間
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指数など つの変数が負で有意となり、製造業

の雇用維持力の強さが示されたほか、産業の集

積化 産業構造の特化 が失業率の低下につなが

る結果が得られたとしている。

勇上 は、都道府県別失業率を性別、年

齢階級別、学歴別に細分化した失業率を従属変

数、女性ダミー、年齢ダミー、学歴ダミー、都

道府県ダミー、産業別就業者構成比を説明変数

とした失業率関数を推定し、失業率の地域間格

差の要因について分析している。ここでは全て

の説明変数を用いた場合と、いずれか つの説明

変数を除いた場合、そして都道府県ダミーのみ

を用いた場合の説明力を比較するという方法で

失業率に影響する要因を考察している。分析の

結果、 年、 年とも産業構造変数の影響

が最大であることを指摘している。

近藤 は、日本の失業率の地域間格差が

徐々に縮小していることに着目し、人口移動が

持つ地域労働市場間の調整機能について、市区

町村データを使った空間計量モデルにより推定

している。分析の結果、高失業率が人口移動の

プッシュ要因として作用していること、人口流

出率と人口流入率がそれぞれ正の有意な空間従

属性を示すことを明らかにしている。

牧田 は、都道府県別の失業率の決定要

因について、地域の年齢構成要因 若年、高齢者

労働人口比率 、産業構造要因 製造業、建設業、

卸売・小売・飲食店就業者比率 に景気循環要因

成長率 を加えた つの説明変数により分析

を行っている。その結果、景気循環要因は失業

率に対して有意とはならず、男性では製造業就

業者比率、女性では若年労働力比率と製造業就

業者比率が決定要因として有意であることを指

摘している。また、徳島県と失業率の高い他県

との差異要因を分析し、差異の半分程度は製造

業就業者比率により説明され産業構造の違いに

よる寄与が大きいとしている。

阿部 は、勇上 と同様の失業率関

数を用いて、年齢や性別といった個人属性と産

業構造をコントロールした都道府県固有の失業

率格差を推定している。その結果、推定された

都道府県固有の失業率格差は公表されている地

域の失業率格差に比べて平均では大きいが、都

道府県間のちらばりは年々小さくなっているこ

とを明らかにしている。

このように先行研究では、主に都道府県を対

象として失業率の地域間格差の要因が分析され

ており、都道府県内の市町村を対象としたもの

は少なく、宮城県内市町村を対象としたものは

管見の限り見あたらない。また、分析手法は、

時点を対象としたクロスセクション分析、複数

時点を対象とした反復クロスセクション分析、

パネル分析 固定効果モデル のうち、いずれか

つの手法が用いられている。クロスセクション

分析は、横断的アプローチであり基本的に時間

の情報を含まず一般的には異なる個体間の関連

を取り上げるのに対して、固定効果モデルは、

縦断的アプローチであり個体差の次元をつぶし

個体内の変動のみに特化した分析モデルである

三輪 。つまり前者はデータの個体間の

差、後者は個体内変化に注目した分析手法であ

る。例えば、地域において「所得の低さが、失

業率の高さと関連する」という命題は、前者で

は「所得が低いほど、失業率が高い」、後者で

は「所得が低くなるほど、失業率が高くなる」

という仮説に変換され、実証的な検証が行われ

ることになる。このように両者のアプローチは

異なる。先行研究ではこれらのいずれか一方の

アプローチしか取られておらず、分析の視点が

一面的なものにとどまっている。

以上のような先行研究の不足を補うため、本

稿では、失業率の地域間格差の要因について、

都道府県に加えて、宮城県内市町村を対象とし

て分析する。また、分析手法として、クロスセ

クション分析とパネル分析を併用し、失業率の

地域間格差の要因について横断的かつ縦断的に

アプローチする。このような分析対象と手法は

既存の研究にはみられない本稿の特徴である。
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２．失業率の推移と地域的粘着性

図 は総務省「労働力調査」における失業率の

推移を示したものである。全国の失業率は

年代初めまでは ％を下回る水準で推移してきた

が、バブル崩壊以降上昇に転じ、 年代初頭

には ％を突破した。その後一旦低下し、リーマ

ンショックに伴い再び上昇した後、 年をピ

ークに低下傾向で推移している。なお、 年

に上向いた動きがみられるが、これは新型コロ

ナウイルス の流行に伴う経済活動の

停滞に伴うものである。宮城県の失業率 年

以降 については、全体的には全国と同様の波動

を描いて推移しているが、失業率の水準は大半

の期間において全国を上回っている。

このように失業率の水準には大きな波動がみ

られるが、一方で都道府県の失業率の相対的な

位置関係に着目すると、そこには持続性・粘着

性を伴った地域間格差が存在することが多くの

先行研究で指摘されている 水野 、外館

、勇上 、牧田 、阿部

など 。外館 は、 年から 年までの

年ごとの地域別失業率について、東北、北関東

甲信、北陸、東海地方が低く、近畿、四国、九

州地方が高くなっており、失業率の地域間の順

位は長期間あまり変化せず推移しているとして

いる。また、阿部 は、 年から 年

までの 年ごとの都道府県別失業率について、基

本的には東北、東京都と京阪神、九州南部が相

対的に高く、失業率の地域間格差は年による変

動が少なく、固定化されているとしている。

ここでは総務省「国勢調査」のデータを用い

て 年以降の 年ごとの都道府県別失業率に

ついて観察期間を 年まで広げて概観する。

(％)

沖縄県 沖縄県 沖縄県 沖縄県 沖縄県

福岡県 高知県 大阪府 青森県 青森県

高知県 青森県 福岡県 大阪府 福岡県

長崎県 福岡県 青森県 福岡県 大阪府

青森県 大阪府 兵庫県 宮城県 宮城県

大阪府 徳島県 高知県 高知県 徳島県

徳島県 愛媛県 愛媛県 徳島県 北海道

滋賀県 岐阜県 石川県 広島県 岐阜県

山形県 新潟県 鳥取県 福井県 愛知県

福井県 富山県 富山県 富山県 長野県

新潟県 島根県 山形県 愛知県 三重県

島根県 福井県 長野県 三重県 富山県

岐阜県 山形県 福井県 滋賀県 福井県

長野県 長野県 島根県 島根県 島根県

都道府県平均

標準偏差

変動係数

上
位

下
位

表1.失業率の上位・下位の都道府県の推移

1980年 1990年 2000年 2010年 2020年

全国

宮城県

％

図 失業率の推移
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なお、以降本稿において用いる失業率は全て国

勢調査によるものである。表 は、失業率が上

位・下位それぞれ 位以内の都道府県の推移を示

したものである。上位 道府県では、沖縄県が

年以降 年間にわたり失業率が最も高い状

態が続いている。また、青森県、福岡県、大阪

府が失業率上位の常連となっており、徳島県や

高知県も頻出する。一方、下位 県では、島根県

と福井県が常連となっており、島根県は 年

以降失業率が最も低い状態が続いている。また、

長野県や富山県などが頻出する。一方、都道府

県別失業率の変動係数をみると、趨勢的に低下

しており、地域間格差自体は縮小していると考

えられる。このように失業率の都道府県格差は

縮小傾向にあるものの、そこには根強い地域的

な粘着性が存続していることが分かる。

なお、宮城県については、 年までは上位

グループに姿はなかったが、 年及び 年

は連続して 位となっており、失業率上位へ張り

付く固定化の動きが観察される。因みに、

年以前の宮城県の失業率順位は、 年 位

％ 、 年 位 ％ 、 年 位

％ であり、宮城県の失業率の相対的な順位

上昇の動きは 年頃から始まったと考えられ

る。これは図 において宮城県と全国の失業率の

乖離幅が拡大し始めた時期と一致する。

他方、表 は、宮城県内市町村における失業率

の上位・下位それぞれ 市町村の推移を示したも

のである。上位 市町では、 年以降、松島町

が常連として出現し、東松島市が頻出する。ま

た、 年までは塩釜市や気仙沼市、 年以

降は柴田町が常連となっている。下位 市町村で

は、七ヶ宿町と色麻町が 年以降の常連であ

り、加美町や大衡村が頻出する。また、 年

までは丸森町、 年以降は栗原市が常連とな

っている。市町村別失業率の変動係数をみると、

年から 年にかけて上昇したがその後は低

下に転じ、 年から 年にかけて再び上昇し

ており、一貫した動きは観察されない。このよ

うに宮城県内市町村では、失業率のばらつきの

変動に傾向的な動きはみられないが、失業率の

上位と下位の市町村には固定化の傾向がみられ、

都道府県と同様に地域的な粘着性が確認される。

(％)

南三陸町 塩竈市 山元町 松島町 七ケ浜町

塩竈市 松島町 塩竈市 大郷町 松島町

石巻市 気仙沼市 気仙沼市 柴田町 東松島市

気仙沼市 多賀城市 東松島市 亘理町 大郷町

女川町 七ケ浜町 松島町 塩竈市 柴田町

東松島市 石巻市 多賀城市 白石市 村田町

松島町 仙台市 柴田町 名取市 山元町

丸森町 加美町 加美町 栗原市 登米市

大郷町 角田市 栗原市 南三陸町 大衡村

角田市 川崎町 大衡村 七ケ宿町 栗原市

色麻町 七ケ宿町 大和町 富谷市 加美町

大衡村 丸森町 丸森町 加美町 富谷市

川崎町 大衡村 色麻町 女川町 色麻町

七ケ宿町 色麻町 七ケ宿町 色麻町 七ケ宿町

市町村平均

標準偏差

変動係数

上
位

下
位

表2.失業率の上位・下位の宮城県内市町村の推移

1980年 1990年 2000年 2010年 2020年
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３．使用データと分析方法

（１） 使用データ

地域の失業率に影響を与える要因は、これま

での先行研究から、主に労働力供給要因、産業

構造要因 労働力需要要因 、労働力移動要因の

つに分類される。これらの先行研究の知見を踏

まえ、本稿では以下の指標を説明変数として取

り入れた。

労働力供給要因には若年労働力人口比率や高

齢者労働力人口比率など人口構成に関わる指標

や、中卒以下人口比率、大卒以上人口比率など

学歴に関する指標があるが、本稿では学歴要因

である中卒以下人口比率を用いた 。これは

歳卒業者数 最終卒業学校不詳を除く に占め

る小学校・中学校卒業者数の割合である。なお、

若年労働力人口比率も有用な指標であるが、他

の変数との相関が強く多重共線性が疑われたこ

とから除外した。

産業構造要因は労働力の需要構造を表すもの

である。産業構造要因としては主に産業別の就

業者数比率が用いられており、ここでは製造業

就業者数比率、卸小売業就業者数比率、宿泊・

飲食業就業者数比率を用いた。また、地域では

公共投資が景気の調整弁としての役割を担い、

雇用情勢に一定の影響を与えると考えられるこ

とから公共投資依存度を加えた。産業別就業者

数比率は全就業者数に占める当該産業の就業者

数の割合である。公共投資依存度は都道府県で

は域内総支出に占める公的固定資本形成の割合、

宮城県内市町村については市町村民経済計算で

は支出面の計数が推計されていないことから、

域内総生産に占める建設業生産額の割合を用い

た。

労働力移動要因としては労働力の転入・転出

に関する指標や地域の所得がある。ここでは就

業者の転入超過率と 人当たり県民 市町村民 所

得 以下、県民所得、市町村民所得 を用いた。

また、宮城県内市町村についてはこれらに昼夜

間就業者数倍率を加えた。就業者転入超過率は

国勢調査に基づくものであり、基準年以前 年間

の当該地域の就業者の転入数から転出数を差し

引いたものを 年前の就業者数で除したものであ

る。県民所得は県民経済計算によるものであり、

計数は デフレータで実質化した。市町村民所

得は市町村民経済計算によるもので宮城県の

デフレータで実質化した。昼夜間就業者数倍率

は国勢調査における従業地ベースの就業者数を

常住地ベースの就業者数で除したものである。

なお、 年は の流行に伴い緊急事

態宣言が発令され、外出・移動の自粛要請や飲

食店等に対する休業要請などが行われ、地域の

雇用情勢にも大きな影響を及ぼした。そこで

年の分析モデルの つに 感染率を用

いた。これは 年の年間の感染者数を人口で

除したものである。

使用データは表 の通りであり、従属変数の失

変数 出典

失業率 総務省「国勢調査」

中卒以下人口比率 総務省「国勢調査」

製造業就業者数比率 総務省「国勢調査」

卸小売業就業者数比率 総務省「国勢調査」

宿泊・飲食業就業者数比率 総務省「国勢調査」

公共投資依存度 内閣府「県民経済計算」、宮城県「市町村民経済計算」

就業者転入超過率 総務省「国勢調査」

県民所得・市町村民所得(人口比) 内閣府「県民経済計算」、宮城県「市町村民経済計算」

昼夜間就業者数倍率 総務省「国勢調査」

COVID-19感染率 厚生労働省「地域ごとの感染状況等の公表について」

宮城県新型コロナウイルス感染症対策サイト資料

表3.変数一覧
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業率のほか、説明変数の多くも国勢調査のデー

タを使用した。これは市町村別の失業率が国勢

調査により捕捉できることなどによる。観察時

点は、都道府県は 年、 年、 年、

年の 時点、宮城県内市町村については

年、 年、 年の 時点とした。それぞれの

変数の簡易統計量を表 、 に示した。

（２）分析方法

本稿では、地域の失業率に影響を及ぼす要因

について、先行研究の不足を踏まえ、クロスセ

クション 重回帰 分析とパネル分析の双方から

アプローチした。重回帰分析では、観察時点ご

との失業率の横断的な規定要因を推定した。効

果的な重回帰モデルを構築するためには説明変

数の選択が重要となる。重回帰分析において統

計的に説明変数の逐次選択を行う手法は幾つか

あるが、ここでは変数減少法を用いた。変数減

少法は全ての説明変数を取り入れた回帰式にお

いて、従属変数との偏相関係数の絶対値が小さ

い説明変数から順に取り除いていく手法である

宇根他 。単独では従属変数との相関が

低いが、他の説明変数との関係から有意な関係

が得られる説明変数は、変数増減法や変数増加

法では非有意な変数として取り除かれる可能性

が高いが、変数減少法では抽出されやすい。つ

まり変数減少法は他の手法に比べて抑制変数を

見逃さない点で優れていると考えられる。また、

ここでは基本的に有意水準 ％を基準に変数減

少法を用いたが、一部のモデルではこれを若干

上回る場合でも説明力を持つ変数と見做しこれ

を取り入れた。具体的には、都道府県は ①

⑤、宮城県内市町村は ⑨ ⑪である。

パネル分析では、観察時点間の失業率の縦断

的な規定要因について、固定効果モデルにより

推定した。これは固定効果モデルでは、同一個

体の時間的な変動に着目することで、個体が持

つ個体間で異なる時間不変の未観測因子を調整

できることによる。地域の失業率には、例えば

平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値 観測数

失業率

中卒以下人口比率

製造業就業者数比率

卸小売業就業者数比率

宿泊・飲食業就業者数比率

公共投資依存度

就業者転入超過率

県民所得(人口比：百万円)

COVID-19感染率(人口10万人比)

平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値 観測数

失業率

中卒以下人口比率

製造業就業者数比率

卸小売業就業者数比率

宿泊・飲食業就業者数比率

公共投資依存度(建設業生産額比率)

就業者転入超過率

市町村民所得(人口比：百万円)

昼夜間就業者数倍率

COVID-19感染率(人口1万人比)

表4.変数の簡易統計量(都道府県)

表5.変数の簡易統計量(宮城県内市町村)
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就業における地元志向の強さなど、観測されな

い地域特有の異質性が影響していると考えられ

るが、固定効果モデルではそれをモデル内に含

むことでその影響をコントロールすることが可

能となる。なお、変量効果モデルでも同じよう

な統制が可能であるが、奥井 が、固定効

果推定が可能な状況であれば，時間を通じて一

定な観測できない要素は固定効果と考えるべき

であるとする指摘を支持し、本稿では固定効果

モデルを用いた。推定したモデルは、都道府県

については ⑥ ⑧、宮城県内市町村は

⑫、⑬である。

４．分析結果

（１）都道府県の推定結果

都道府県の失業率格差に影響する要因の推定

結果は表 のとおりである。まず、労働力供給要

因については、学歴要因である中卒以下人口比

率が重回帰分析では ③、④、パネル分析で

は ⑦、⑧でそれぞれ有意な正の効果が示さ

れた。ここから中卒以下人口比率は 年及び

年の時点で横断的に正に作用し、

年及び 年の期間で縦断的にも正に作用

していると推定される。

産業構造要因についてみると、重回帰分析で

は、製造業就業者数比率が ①から⑤までの

全てのモデルで、公共投資依存度が ①、②、

③でそれぞれ有意な負の効果が示された。一方、

卸小売業就業者数比率は ② 値は と

非有意だが説明力を持つ変数として取り入れた

及び ④で正の効果が観察された。宿泊・飲

食業就業者数比率は ①、②、④において正

で有意となった。パネル分析では、製造業就業

者数比率が ⑦において正で有意となり、卸

小売業就業者数比率が ⑥、⑦で有意な正の

効果が示された。これらから製造業就業者数比

率は 年、 年、 年、 年の全ての

時点で横断的に負に作用しているが、縦断的に

は 年の期間で正に作用していると推定

される。卸小売業就業者数比率は 年、

年の時点で横断的に、 年、２

年の期間で縦断的にも正に作用していると推定

される。宿泊・飲食業就業者数比率は 年を

除いて失業率に対して横断的に正に作用し、公

共投資依存度は 年までは横断的に負に作用

しているが、これらはともに縦断的には有意な

説明力は持たないと推定される。

労働力移動要因については、重回帰分析では、

就業者転入超過率が ⑤、県民所得が

②、③、⑤でそれぞれ有意な負の効果が示され

た。パネル分析では、県民所得は有意な影響は

みられないが、就業者転入超過率は ⑥、⑦、

⑧の全てで有意な負の効果が観察された。これ

らから就業者転入超過率は 年の時点で横断

的に、全ての観察期間を通して縦断的にも負に

作用していると推定される。県民所得は 年

を除く観察時点で横断的に負に作用しているが、

縦断的には有意な説明力は持たないと推定され

る。また、 感染率については、

の流行に伴う影響を取り入れた ⑤におい

て有意な正の効果が示された。ここから

感染率は失業率に対し正に作用していると推

定される。

なお、パネル分析のモデル選択に関する検定

については、 ⑥、⑦、⑧の全てにおいて、

検定、ハウスマン検定とも帰無仮説が棄却され

固定効果モデルが選択された。

（２）宮城県内市町村の推定結果

宮城県内市町村の失業率格差に影響する要因

の推定結果は表 のとおりである。労働力供給要

因については、中卒以下人口比率が重回帰分析

では ⑪において正の効果が示された一方、

パネル分析では ⑬で有意な負の影響が示さ

れた。ここから中卒以下人口比率は 年時点

で横断的には正に作用するが、 年の期

間では縦断的に負に作用していると推定される。
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産業構造要因についてみると、重回帰分析で

は、製造業就業者数比率及び卸小売業就業者数

比率が ⑨、⑩、⑪の全ての時点で有意な正

の効果が示された。宿泊・飲食業就業者数比率

は ⑨で有意な正の影響が観察されたが、公

共投資依存度には有意な影響はみられなかった。

パネル分析では、製造業就業者数比率が ⑬、

卸小売業就業者数比率が ⑫でそれぞれ有意

　

中卒以下人口比率 ※※ ※

製造業就業者数比率 ※※※ ※※※ ※※※ ※※※ ※※

卸小売業就業者数比率 ※

宿泊・飲食業就業者数比率 ※※ ※※※ ※※※

公共投資依存度 ※ ※※※ ※※※

就業者転入超過率 ※※

県民所得 ※※※ ※※※ ※※

COVID-19感染率 ※※※

定数項 ※※※ ※※ ※※※ ※※※

※※※ ※※※ ※※※ ※※※ ※※※

注）
※※※

P<0.01，
※※

P<0.05，
※

、括弧内は標準化偏回帰係数

中卒以下人口比率 ※ ※※

製造業就業者数比率 ※

卸小売業就業者数比率 ※※※ ※※※

宿泊・飲食業就業者数比率

公共投資依存度

就業者転入超過率 ※※※ ※※ ※※※

県民所得

2000年ダミー ※※※

2010年ダミー ※※※ ※※※

2020年ダミー ※※※ ※※ ※※※

※※※ ※※※ ※※※

※※※ ※※※ ※※

注）
※※※

P<0.01，
※※

P<0.05，
※

表6．都道府県の推定結果

model① model② model③ model④ model⑤

model⑦ model⑧model⑥
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な正の効果が示された。宿泊・飲食業就業者数

比率と公共投資依存度は有意な影響は観察され

なかった。これらから製造業就業者数比率及び

卸小売業就業者数比率は失業率に対して、

年、 年、 年の全ての時点で横断的に正

に作用し、製造業就業者数比率は 年の

　

中卒以下人口比率 ※※※

製造業就業者数比率 ※ ※※ ※

卸小売業就業者数比率 ※※※ ※※※ ※※※

宿泊・飲食業就業者数比率 ※※

公共投資依存度

就業者転入超過率 　 　

　

市町村民所得 ※※ ※※※ ※※

昼夜間就業者数倍率 ※※

COVID-19感染率

定数項 ※

※※※ ※※※ ※※※

注）
※※※

P<0.01，
※※

P<0.05，
※

、括弧内は標準化偏回帰係数

中卒以下人口比率 ※※

製造業就業者数比率 ※

卸小売業就業者数比率 ※※

宿泊・飲食業就業者数比率

公共投資依存度

就業者転入超過率

市町村民所得 　

昼夜間就業者数倍率

2010年ダミー ※※※

2020年ダミー ※※※

※※※ ※※※

注）
※※※

P<0.01，
※※

P<0.05，
※

表7．宮城県内市町村の推定結果

model⑨ model⑩ model⑪

model⑫ model⑬
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期間で、卸小売業就業者数比率は 年の

期間で縦断的にも正に作用していると推定され

る。宿泊・飲食業就業者数比率は 年時点で

横断的に正に作用しているが縦断的には有意な

影響力はなく、公共投資依存度は横断的にも縦

断的にも有意な説明力を持たないと推定される。

労働力移動要因については、重回帰分析では、

就業者転入超過率は有意な影響は観察されなか

ったが、市町村民所得は ⑨、⑩、⑪の全て

のモデルで有意な負の効果が示され、昼夜間就

業者数倍率は ⑩、⑪ 値： で正の効

果が示された。パネル分析では、いずれの変数

も有意な影響はみられなかった。これらから市

町村民所得は全ての観察時点で横断的に負に作

用し、昼夜間就業者数倍率は 年、 年の

時点で横断的に正に作用しているが、ともに縦

断的には有意な影響力は持たないと推定される。

また、就業者転入超過率は横断的にも縦断的に

も有意な説明力は持たないと推定される。

感染率については、この変数を取り入

れた推定結果はこれを除いた結果である ⑪

と同じになったことから、影響力はないと推定

される。

なお、パネル分析におけるモデル選択の検定

では、 ⑫、⑬とも 検定では帰無仮説が棄

却され固定効果モデルが選択されたが、ハウス

マン検定では帰無仮説が棄却できず変量効果モ

デルが選択された。

５．考察

（１）都道府県の失業率格差の要因

年から 年までの都道府県別失業率を

概観したところ、都道府県間の失業率格差は趨

勢的に縮小しているものの、失業率が相対的に

高い地域と低い地域は固定化していることが観

察され、失業率格差には根強い地域的粘着性が

存続していることが示された。

このような失業率の都道府県格差の要因につ

いて、重回帰分析とパネル分析を用いて推定し

た。その結果、失業率に影響する要因は観察時

点や期間により一様ではないが、以下のような

特徴が明らかとなった。なお、表 は ④、

⑤、表 は ⑥における各都道府県の失業率

と都道府県平均失業率との偏差並びにそれに対

する各要因の寄与を表したものである。これに

より失業率の偏差に対する各要因の影響度を捕

捉する。

第 に、失業率に対して横断的な引き上げ効果

を持つのは、中卒以下人口比率と卸小売業就業

者数比率、宿泊・飲食業就業者数比率であり、

このうち中卒以下人口比率と卸小売業就業者数

比率は縦断的な押し上げ効果も有することが示

された。学歴別の失業率は、小学・中学・高

校・旧制中学卒の失業率が最も高く、次いで短

大・高専卒、大学・大学院卒の順となっており

労働政策研究・研修機構 、この傾向は

年以降では 年代の一時期を除き一貫して

観察される。従って、中卒以下人口比率が高い

地域では、失業率も高いと考えられるが、本稿

の推定結果はこれを裏付けるものである。また、

この効果は時系列的にも作用し、中卒以下人口

比率が上昇するほど、失業率も上昇する傾向に

あることが示唆された。このような学歴要因に

よる失業率の引き上げ効果が大きい地域は、高

知県、沖縄県、長崎県、青森県などであり、九

州、東北地方の県が多い。一方、当該比率によ

る失業率の引き下げ効果が大きい地域は東京都、

奈良県、神奈川県、富山県などである。

労働政策研究・研修機構 と厚生労働省

「雇用動向調査」から、産業別の転職率・離職

率をみると、宿泊・飲食業が最も高く、卸小売

業も高い傾向にある。転職率・離職率が高いこ

とは労働力の流動性が高く、摩擦的失業あるい

は構造的失業のリスクを高めると考えられる。

従って、卸小売業就業者数比率や宿泊・飲食業

就業者数比率が高い地域では失業率が高くなる

と推察される。推定結果はこれを支持するもの

であり、卸小売業就業者数比率は縦断的な押し
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上げ効果も有することが示された。卸小売業や

宿泊・飲食業ではパート・アルバイト等の非正

規雇用者の割合が高い傾向にあるが、これが転

職率・離職率を高めている要因の つと考えられ

る。卸小売業就業者数比率による失業率の押し

上げ効果が大きい地域は、福岡県、宮城県、大

阪府など地方中枢都市や大都市が立地する地域

が多い。これらの地域では圏域全体をカバーす

　

中卒以
下人口
比率

製造業
就業者
数比率

卸小売
業就業
者数比
率

宿泊・
飲食業
就業者
数比率

製造業
就業者
数比率

就業者
転入超
過率

県民所
得 19感染

率

沖縄県

青森県

福岡県

大阪府

宮城県

徳島県

北海道

大分県

奈良県

福島県

京都府

高知県

栃木県

秋田県

鹿児島県

兵庫県

宮崎県

埼玉県

山梨県

熊本県

茨城県

和歌山県

千葉県

長崎県

群馬県

岩手県

静岡県

愛媛県

神奈川県

岡山県

新潟県

東京都

佐賀県

香川県

鳥取県

山口県

広島県

山形県

石川県

滋賀県

岐阜県

愛知県

長野県

三重県

富山県

福井県

島根県

表8. 都道府県平均失業率との偏差及び各要因の寄与(model④、model⑤、2020)

model⑤model④

残差 推定値

失業率
偏差

(実績値)
残差 推定値
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る商流機能を備えているほか、超広域型の商圏

を持つような大規模な商業集積が形成されてい

るが、このような商業機能の集積が摩擦的・構

造的失業のリスクを高め失業率の押し上げ要因

として作用していると考えられる。一方、当該

比率の引き下げ効果が大きいのは長野県、滋賀

県、三重県などである。なお、卸小売業就業者

数比率の縦断的効果の様態について、

年及び 年における都道府県別の失業率

と卸小売業就業者数比率の増減ポイントを比べ

中卒以下
人口比率

製造業就
業者数比
率

卸小売業
就業者数
比率

宿泊・飲
食業就業
者数比率

公共投資
依存度

就業者転
入超過率

県民所得 固定効果

沖縄県

青森県

福岡県

大阪府

宮城県

徳島県

北海道

大分県

奈良県

福島県

京都府

高知県

栃木県

秋田県

鹿児島県

兵庫県

宮崎県

埼玉県

山梨県

熊本県

茨城県

和歌山県

千葉県

長崎県

群馬県

岩手県

静岡県

愛媛県

神奈川県

岡山県

新潟県

東京都

佐賀県

香川県

鳥取県

山口県

広島県

山形県

石川県

滋賀県

岐阜県

愛知県

長野県

三重県

富山県

福井県

島根県

失業率
偏差

(実績値)
残差 推定値

表9. 都道府県平均失業率との偏差及び各要因の寄与(model⑥2020)
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ると、相関係数は前者が 、後者が と

なっており、強めの正の相関がみられる。具体

的にみると、 年では、卸小売業就業者

数比率は全都道府県で低下し、失業率は大半の

地域で上昇したが、こうした中で卸小売業就業

者数比率の低下幅が大きい福岡県や大阪府では

失業率の上昇幅が小さく、逆に当該比率の低下

幅が小さい秋田県や岩手県では失業率の上昇幅

が大きい。また、 年では卸小売業就業

者数比率は全ての地域で低下し、失業率は大半

の地域で低下したが、ここでは当該比率の低下

幅が大きい福岡県や沖縄県、大阪府で失業率の

低下幅が大きく、当該比率の低下幅が小さい岩

手県、山梨県、長野県では失業率の低下幅が小

さいかあるいは上昇している。

他方、宿泊・飲食業就業者数比率による失業

率の引き上げ寄与が大きい地域は沖縄県、京都

府、山梨県など高い集客力を持つ観光地を抱え

る地域であり、こうした観光産業の集積が失業

率の押し上げ要因となっている。一方、引き上

げ寄与が小さいのは茨城県、富山県、岡山県な

どであり、これらの地域では宿泊・飲食業就業

者数比率が相対的には失業率の抑制要因として

作用している。

第 に、製造業就業者数比率、公共投資依存度、

就業者転入超過率及び県民所得が、失業率に対

して横断的な引き下げ効果を有することである。

また、就業者転入超過率は縦断的にも引き下げ

効果を持つが、製造業就業者数比率は縦断的に

は失業率の押し上げ要因として作用することが

示された。産業別の転職率・離職率をみると製

造業は低い傾向にあり、製造業就業者数比率が

高い地域では摩擦的あるいは構造的失業のリス

クが小さいと考えられる。伊達木 や牧田

でも失業率に対する製造業就業者数比率

の符号は負であり、本稿の推定結果と一致する。

また、重回帰分析における当該比率の標準化偏

年の都道府県別の失業率と製造業就業者数比率の増減ポイントの相関係数は だが、沖縄県を除くと

と ％有意水準で有意となり、両者には弱いながらも正の相関関係がみられる。

回帰係数は大半の観察時点で最も大きい。これ

は製造業が横断的には地域の失業の抑制効果を

持ち、強い雇用維持力を持続的に有しているこ

とを示唆するものである。製造業就業者数比率

による横断的な失業率の抑制効果が大きい地域

は、滋賀県、静岡県、愛知県などであり、これ

らの地域には大手製造業の本社や主力工場、研

究所が集積しているほか、広範な裾野を持つピ

ラミッド型のサプライチェーンが形成され強固

な雇用基盤が築かれている。一方、当該比率が

失業率の押し上げに寄与している地域は、沖縄

県、北海道、高知県など基幹産業や基盤産業が

観光業や第 次産業の地域が多い。

一方、製造業就業者数比率は縦断的には正に

作用することが示された。横断的な作用とは逆

の効果であり、一見すると矛盾するが、これは

次のように解釈することができる。製造業就業

者数比率が失業率に対して縦断的に正の効果を

持つことは、当該比率が高く 低く なるほど、

失業率が高く 低く なる状態を意味する。製造

業は相対的に景気への感応度が高く、景気動向

に応じた柔軟な生産調整が行われる。景気の拡

張局面では、生産の拡大に伴い労働需要が増加

するが、この時需要を上回る労働力が流入する

と地域の失業率は上昇することになる。因みに、

総じて景気の回復局面にあたる 年でみ

ると、この間失業率は全ての都道府県で低下 改

善 した一方、製造業就業者数比率は 府県で上

昇し 都道府県で低下した。ここでこれらの増

減幅に着目すると、製造業就業者数比率の低下

幅が大きいほど、失業率の低下幅 改善幅 が大

きく、製造業就業者数比率の低下幅が小さいほ

どあるいは上昇幅が大きいほど、失業率の低下

幅は小さい状況にあり、製造業就業者数比率の

失業率に対する縦断的な正の効果が示されてい

る 。このような効果は愛知県、三重県、富山県

など産業基盤の重点が製造業にある地域で顕著
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に現れており、この間の失業率の改善幅は小幅

なものにとどまっている。もっともこれらの地

域の相対的な失業率は趨勢的に低いことから、

製造業就業者数比率による時系列的な押し上げ

効果があったにせよ、観察時点ごとの失業率の

低さは維持される。一方、景気の後退局面にお

いては、製造業では減産体制が敷かれ労働力の

流出が進むことから、製造業のウエイトが大き

い地域を中心に当該就業者数比率の低下幅は大

きくなるが、失業率の上昇幅は相対的に小幅な

ものとなる。これが失業率に対する製造業就業

者数比率の横断的な負の効果と縦断的な正の効

果が併存する基本的なメカニズムと考えられる。

公共投資への依存度が高い地域では、基盤産

業が弱く労働需要が少ない反面、公共投資が雇

用の受け皿となり地域の雇用を下支えするとも

考えられる。前者の要素が強く作用する場合は

公共投資への依存度の高い地域では失業率は高

くなり、後者が強く作用する場合は失業率は低

くなる。本稿の推定結果からは、公共投資依存

度の横断的な負の効果が支持され、公共投資に

よる失業率の抑制効果が示された。公共投資依

存度が高い地域は、島根県、沖縄県、高知県、

秋田県など山陰、九州、東北地方の県であり、

これらの地域では公共投資が雇用の維持に一定

の役割を果たし失業率の抑制に寄与していると

考えられる。なお、公共投資依存度の横断的な

負の効果は 年時点では観察されないことか

ら、効果の持続性については継続的な検証が必

要である。

就業者転入超過率については、労働力はより

有利な雇用機会を求めて地域間を移動すると仮

定すると、転入が転出を上回る地域では労働力

を引き寄せるだけの雇用の場が存在し失業率は

低くなり、逆に転出が転入を上回る地域では雇

用の場が少なく失業率は高くなると考えられる。

もっとも転入超過地域に転入に見合った雇用が

なければ、転入超過は失業率の押し上げ要因と

なり、転出超過地域では過剰な労働力の転出が

失業率の下押し要因として働くとも考えられる。

このように就業者転入超過率は失業率に対して

正にも負にも作用すると考えられるが、推定結

果では転入超過地域では労働力を引き寄せるだ

けの雇用の場が存在し失業率は低くなるという

負の効果が支持された。また、この効果は縦断

的にも有意であり、就業者転入超過率が上昇す

るほど、失業率は低下する傾向にあることが示

唆された。就業者転入超過率が高い地域は東京

都、千葉県、愛知県など大都市圏であり、これ

らの地域では就業者の流入が失業率の抑制に作

用している。当該比率が低い地域は青森県、奈

良県、秋田県などである。これらの地域では雇

用の場が少なく若年層を中心とした就業者の流

出が激しいが、これが労働需給のミスマッチを

さらに拡大させ失業率の押し上げ要因となって

いる。

県民所得は地域の所得を表す代表的な指標で

ある。労働力は高い所得が得られる地域に移動

すると考えられるが、所得が高い地域では生産

性の高い産業や職種が集積し高学歴者の割合も

相対的に高いことから、失業率は低くなると考

えられる。推定結果はこれを支持するものであ

り、県民所得が横断的かつ縦断的に失業率の引

き下げ要因として作用することが示された。県

民所得が高く失業率の抑制要因となっているの

は、東京都、愛知県、福井県などであり、逆に

県民所得が低く失業率を押し上げているのは沖

縄県、宮崎県、鳥取県などである。

次に、都道府県別失業率が上位と下位の主な

地域の格差要因 表 を考察する。最上位の沖縄

県では、観光産業への特化度が高いため宿泊・

飲食業就業者数比率が全国で最も高い一方、製

造業就業者数比率は最も低い。また、県民所得

は最も低く、中卒以下人口比率は高知県に次い

で 番目に高い。これはこれらの変数による失業

率の引き上げ寄与が都道府県の中で最も大きい

ことを示している。つまりこのような産業構造

要因や学歴要因、所得要因が相俟って失業率を

全国で最も高い水準に押し上げているのである。

青森県では、若年層を中心とした労働力の流出
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が激しく、就業者転入超過率 転出超過率 が全

国で最も低い 高い 。これが労働需給のミスマ

ッチを一段と拡大させ、失業率を引き上げる方

向に作用している。また、コメや果物を中心と

した第 次産業が基盤産業であり、競争力がある

製造業が少ないことから製造業就業者数比率は

全国で 番目に低く、中卒以下人口比率は 番目

に高い。これらの要因が相互に作用し失業率を

押し上げている。福岡県では、九州地方の経済

活動の中枢機能が福岡市に集中している。福岡

県の卸売業販売額が九州地方に占める割合

年 は 割 人口割合は 割 に達しているなど、特

に商業機能の集積は際立っている。そして卸小

売業就業者数比率は全国で最も高く、これが摩

擦的・構造的要因に基づく失業を誘発し失業率

を高めているのである。

一方、最下位の島根県では、卸小売業就業者

数比率が全国で 番目に低く、宿泊・飲食業就業

者数比率も 番目に低いことに加え、就業者転入

超過率が入超となっており、これらが摩擦的・

構造的失業のリスクを弱め失業率を抑制してい

る。福井県では、県民所得が東京都、愛知県に

次いで 番目に高く、製造業就業者数比率が 番

目に高い。製造業では電子部品や化学などで高

い国内シェアを持つ企業が多く立地しているほ

か、眼鏡や繊維といった地場産業でも高いブラ

ンド力を有しており、所得と雇用維持力を高め

ている。富山県では、製造業就業者数比率が 番

目に高く、宿泊・飲食業就業者数比率が 番目に

低い。製造業では強い競争力を持つ合金加工 ア

ルミ等 や医薬品関連の産業集積が形成されてい

る。また、中卒以下人口比率が 番目に低く、正

規雇用者の割合が 割超 全国 位： 年 とな

っており、これらが失業率の引き下げに寄与し

ている。

これら失業率の上位・下位の常連地域では、

失業率に影響を与える要因の全国的な位置付け

順位 には大幅な変動はみられない。これはこ

れらの要因による失業率への寄与が時間の経過

にかかわらず相対的には大きくは変わらないこ

とを示唆する。つまり、失業率に強い地域的な

粘着性があるのは、地域の産業構造や所得など

の相対的な位置付けが容易には変化しないこと

によるものと考えられる。

（２）なぜ宮城県の失業率は高いのか

宮城県の失業率は 年頃から相対的に上昇

し失業率の上位グループに張り付く動きがみら

れるが、ここではその要因について考察する。

表 は、都道府県平均失業率と宮城県の失業率

の偏差及びその要因別の寄与を示したものであ

る。これをみると横断的には、製造業就業者数

比率が 年以降継続的に失業率の押し上げ要

因となっており、その寄与も大きいことがわか

る。 年以降は押し上げ寄与が大きい卸小売

業就業者数比率が加わり、公共投資依存度と県

民所得も失業率の引き上げに作用している。ま

た、縦断的には、卸小売業就業者数比率が継続

的な押し上げ要因として作用していることがわ

かる。

宮城県の製造業就業者数比率の全国順位は

年以降、 位と 位台後半で推移してお

り、製造業への偏りが相対的に小さい地域とな

っている。表 から宮城県の製造業の特徴を概

観すると、従業者数 人以上の事業所の従業者

数の割合は 割強となっている。これは製造業就

業者数比率が高い上位 県 滋賀県、静岡県、愛

知県 が 割弱から 割に達しているのと比べてか

なり低く、全国水準も下回っている。従業者１

人当たり人件費 賃金 も低く、全国の 割弱、愛

知県の 割以下の水準となっている。業種別の従

業者数比率では、宮城県は水産加工を中心とし

た食料品に全体の 分の が集中している一方、

上位 県では輸送用機械や生産用機械、電気機械

の割合が高く、全国的にも類似の傾向がみられ

る。このように製造業への偏りが大きい地域で

は、世界的な競争力を持つ自動車産業などの大

企業が集積し、高い付加価値 高賃金 と強い雇

用維持力を実現している。一方、宮城県では、
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製造業における就業が中小の水産加工を中心と

した食料品や部品加工を主体とした電子部品に

偏っており、これが低賃金と相俟って相対的な

雇用維持力を弱めている。このような全体とし

ての製造業への偏りの小ささと製造業の内部構

造に伴う雇用維持力の弱さが失業率の押し上げ

要因となっていると考えられる。

宮城県の卸小売業就業者数比率は以前から高

く、 年で 位、 年では 位、 年には

位となり、 年は 位となっている。これは宮

城県では、仙台市が東北地方における経済的な

中枢性を有しており、特に商業機能の集積が強

いことによる。宮城県の卸売業販売額が東北地

方に占める割合 年 は ％ 人口割合は

％ と半分を占め、東北地方一円にわたる商

流網を構築していることが示唆される。また、

   4-99人

100-299人

300人以上

人件費(従業者数比)

食料品 食料品 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 輸送用機械 輸送用機械

電子部品 輸送用機械 電気機械 電気機械 生産用機械

(上位3業種) 輸送用機械 生産用機械 輸送用機械 食料品 食料品

注）滋賀県、静岡県、愛知県は2010年、2020年において製造業就業者数比率が高い上位3県。

静岡県

従業者規模別
従業者数比率

(％、百万円)

業種別従業者
数比率

表11.宮城県の製造業の特徴(2020年)

資料：経済産業省「工業統計調査」、総務省「経済センサス活動調査」

愛知県宮城県 全国 滋賀県

model① model② model③ model④ model⑤

失業率偏差 (実績値)

残差

推定値

　中卒以下人口比率 　

　製造業就業者数比率

　卸小売業就業者数比率 　 　

　宿泊・飲食業就業者数比率 　 　

　公共投資依存度

　就業者転入超過率 　 　

　県民所得 　

　COVID-19感染率

失業率偏差 (実績値)

残差

推定値

　中卒以下人口比率

　製造業就業者数比率

　卸小売業就業者数比率

　宿泊・飲食業就業者数比率

　公共投資依存度

　就業者転入超過率

　県民所得

　固定効果

表10. 都道府県平均失業率と宮城県の偏差及び各要因の寄与(modle①-⑥)

model⑥



18

－ －

地域における小売業の商圏の強さを表す小売吸

引度 年 をみると、宮城県は となって

おり、東北地方を中心とした他地域から消費を

吸引していることがわかる。これは九州地方に

おいて経済的中枢性を持つ福岡県 を上回

るものである。このような商業機能の集積が摩

擦的・構造的失業のリスクを高め、失業率を押

し上げる要因となっているのである。

公共投資依存度については、宮城県の全国順

位は 年が 位、 年が 位となっており、

相対的に低い。公共投資は景気の調整弁として

の機能を有し、経済活動の停滞期には労働力を

吸引し失業率を抑制する効果を持つ。そのため

宮城県における当該比率の低さは失業率の押し

上げ要因として作用することとなった。もっと

も公共投資依存度が高い地域は、島根県、高知

県、沖縄県などで固定化しているが、これらの

地域では恒常的に民需が不足し公共投資による

雇用の受け皿機能に慢性的に依存せざるを得な

い状況にあると考えられる。公共投資に失業率

の抑制効果があるとはいえ、このような経済構

造が望ましいとはいえないことには留意する必

要がある。

県民所得が高い地域にはそれを実現している

競争力や生産性の高い企業や産業が集積してお

り、高い所得を求めて移動してくる労働力を吸

引している。その結果、高学歴の高度人材の割

合が相対的に高まり、失業率を引き下げること

になる。県民所得の格差は、地域に立地する企

業や産業の競争力と生産性あるいは当該地域の

就業者の学歴や雇用形態といった労働力の質の

違いを反映したものといえる。宮城県の県民所

得は、 年と 年が 位、 年が 位、

年が 位となっており、 年に幾分順位

が上昇したが、依然として都道府県平均を下回

った状態で推移している。これは宮城県の産業

の付加価値生産性が劣位にあることの裏返しで

あり、このような産業基盤の弱さが失業率の押

小売吸引度＝ 当該地域の小売業販売額 ／ 全国の 人当たり小売業販売額×当該地域の人口

し上げ要因として作用しているのである。

このように宮城県の失業率が相対的に高い水

準にあるのは、製造業就業者数比率が低く卸小

売業就業者数比率が高いという産業構造要因が

基底にあり、そこに公共投資依存度や県民所得

の低さという失業率の底上げ要因が加わったこ

とによるものと考えられる。但し、製造業や卸

小売業の特性が失業率の押し上げ要因となって

いるとするここでの指摘は、失業率の観点から

のものであり、宮城県経済におけるこれらの産

業の重要性を否定するものではない。産業連関

表 年 から宮城県の域際収支をみると、全

体では 億円の移輸入超過と大幅な入超と

なっている。こうした中にあって移輸出超過と

なっているのは、卸売業を中心とした商業

億円 、電子部品 億円 、水産食料

品 億円 などである。つまり失業率の押し上

げ要因として指摘した産業が宮城県の基盤産業

の中核となっているのである。地域経済の持続

性を高めるためには、域内で生産したものを域

外で販売し外部資金を獲得する基盤産業の育

成・強化が欠かせない。一方で、これらが宮城

県の基盤産業の中核だからこそ、労働力の十分

な活用を図り、地域における失業のリスクを低

減することが求められる。政策的含意としては、

これらの基盤産業に特化した職業紹介など対象

分野を明確にしたマッチング機能の強化が有効

と考えられる。ここでは労働者にはスキルアッ

プ、事業者には就労意欲を高めるための労働条

件・労働環境の改善が求められるが、宮城県に

はそれらを後押しする取り組みが必要となる。

また、東日本大震災の後、宮城県ではトヨタ自

動車東日本と東京エレクトロン宮城が本格稼働

を開始した。これらはそれぞれ乗用車と半導体

製造装置の完成品工場であることから、ここ

年余りで多くのサプライヤーが立地し、宮城県

にはこれまでみられなかった階層的な産業集積

が形成された。そして今日では宮城県には欠か
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せない移輸出型の基盤産業に成長している 。こ

れらの企業は国内外を問わない強い競争力を持

ち、高い能力を有する技術者など高度人材を吸

引している。このような自動車や半導体製造装

置といった高い付加価値を創出できる産業の厚

みをさらに増すことも、失業率の抑制効果を高

める有効な方策と考えられる。そしてここでは

高付加価値な業務に対応できる地域人材の育成

の仕組みを産学官が連携して構築することが求

められる。

（３）宮城県内市町村の失業率格差の要因

年から 年までの宮城県内市町村の失

業率を概観した結果、市町村間の失業率の変動

に傾向的な動きは観察されなかったが、失業率

が上位と下位の市町村には固定化の傾向がみら

れ、都道府県と同様に地域的な粘着性が確認さ

れた。このような失業率格差の要因について、

推定を行った結果、次のような特徴が明らかと

なった。なお、表 は ⑪、表 は ⑫

における各市町村の失業率と市町村平均失業率

との偏差並びにそれに対する各要因の寄与を表

したものである。

失業率に対して継続的に横断的な引き上げ効

果を持つのは、製造業就業者数比率、卸小売業

就業者数比率及び昼夜間就業者数倍率であり、

このうち製造業就業者数比率と卸小売業就業者

数比率は縦断的な引き上げ効果も有することが

示された。一方、横断的な引き下げ効果を持つ

要因として市町村民所得が抽出された。

卸小売業就業者数比率が横断的かつ縦断的な

失業率の引き上げ効果を持つとの推定結果は都

道府県と同様のものであり、卸小売業における

労働力の流動性の高さが、摩擦的・構造的失業

のリスクを高めていると考えられる。また、卸

小売業就業者数比率の標準化偏回帰係数は全て

宮城県産業連関表による 年の移輸出超過額は、自動車・同部品が 億円、半導体製造装置を中心とした生産用機

械が 億円となっている。

の観察時点で最も大きく、当該比率が失業率の

引き上げに対して強い影響力を持つことが示さ

れた。卸小売業就業者数比率による失業率の引

き上げ寄与が大きいのは、塩釜市、七ヶ浜町、

利府町、仙台市などである。塩釜市では魚市場、

利府町では大型商業施設の立地が当該比率の引

き上げ要因と考えられる。仙台市は前述したよ

うに東北地方の中枢的な商業機能が集積してい

る。一方、七ヶ浜町で当該比率が高いのは、同

町に常住する卸小売業就業者の 割強が仙台市を

中心とした他市町村で従業していることによる

ものであり、同町に商業施設など卸小売業への

就業を促す特段の誘因が存在するわけではない。

製造業就業者数比率については、都道府県で

は失業率に対する強い抑制効果が確認されたが、

宮城県内市町村では逆に失業率の引き上げ要因

として作用する結果となった。製造業就業者数

比率と失業率の相関係数 年 は であ

り、両者に有意な関係はみられないが、偏相関

係数は と正で有意となっている。これは本

稿で用いた卸小売業就業者数比率など他の説明

変数の水準が同程度であれば、製造業就業者数

比率が高いほど、失業率は高い傾向にあること

を意味する。一方、宮城県内市町村では製造業

就業者数比率と卸小売業就業者数比率には有意

な負の相関 がみられ、これらの間には

一方が上昇すると他方が低下する傾向がある。

従って、これらについては両者のバランスが失

業率の水準に影響を与えていると解釈するのが

妥当と考えられる。製造業就業者数比率による

失業率の引き上げ寄与が大きいのは、角田市、

丸森町、柴田町などであるが、このうち角田市

及び丸森町では卸小売業就業者数比率が低く、

これによる失業率の引き下げ寄与が製造業就業

者数比率の引き上げ寄与を上回っている。なお、

角田市、丸森町の製造業就業者数比率は ％を

超えており、就業者の 人に 人が製造業に従事
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している。この意味でこれらの地域における製造

業の雇用維持への貢献度は大きいが、これは製造

業以外に雇用を吸収できる産業が極めて乏しいこ

との裏返しともいえる。また、両市町の製造業の

賃金も宮城県平均を下回っており、製造業の域内

所得への相対的な寄与も高いとはいえない状況に

ある。一方、仙台市、多賀城市、松島町などでは

製造業就業者数比率による失業率の引き下げ効果

が大きいが、卸小売業就業者数比率による引き上

げ寄与がそれを上回っている。

就業者転入超過率が転居を伴う労働力の移動

であるのに対し、昼夜間就業者数倍率は通勤に

伴う労働力の移動を表す。通常、市町村間にお

いては通勤に伴い労働力の移動が活発に行われ

ており、昼夜間就業者数倍率は市町村間におけ

る労働力移動の特徴を端的に表すと考えられる。

これが高い地域では事業所の集積や大型の商業

施設・工場の立地などにより、周辺地域を中心

に就業者が流入しているのに対し、低い地域で

は就業者が流出していることになる。昼夜間就

　

中卒以下
人口比率

製造業就
業者数比
率

卸小売業
就業者数
比率

市町村民
所得

昼夜間就
業者数倍
率

七ケ浜町

松島町

東松島市

大郷町

柴田町

村田町

山元町

塩竈市

川崎町

亘理町

大河原町

石巻市

大崎市

涌谷町

名取市

大和町

角田市

白石市

南三陸町

仙台市

多賀城市

気仙沼市

利府町

丸森町

岩沼市

蔵王町

美里町

女川町

登米市

大衡村

栗原市

加美町

富谷市

色麻町

七ケ宿町

表12. 宮城県内市町村平均失業率との偏差及び各要因の寄与(model⑪2020)

失業率
偏差

(実績値)
残差 推定値
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業者数倍率が高いことはその地域で雇用機会が

多く労働需要が生じる可能性が大きい一方、他

地域からの労働力の流入により失業のリスクが

高まるという側面を持つ。前者の要素が強く作

用する場合は昼夜間就業者数倍率が高い地域で

は失業率は低く、後者の要素が強く働く場合は

失業率は高くなる。ここでの推定結果は後者を

支持するものであり、労働力の流入が失業率の

押し上げに寄与していると考えられる。

一方、市町村民所得は県民所得と同様に失業

率の抑制要因となっている。ここで市町村民所

得が高い地域では高い所得を求めて移動してく

る労働力を吸引していることから、昼夜間就業

者数倍率が高くなる傾向がある。つまり、市町

村民所得が失業率の引き下げ要因、昼夜間就業

者数倍率が引き上げ要因として作用し、両者が

一体的に失業率の水準に影響を与えていると考

えられる。市町村民所得による失業率の引き下

げ寄与が大きいのは、大衡村、仙台市、大和町

などであるが、これらはいずれも昼夜間就業者

数倍率が失業率の引き上げに作用している。こ

こで仙台市と大和町は市町村民所得による引き

下げ寄与が昼夜間就業者数倍率の引き上げ寄与

を上回っているが、大衡村では両者の寄与は概

ね同水準となっている。一方、市町村民所得に

よる失業率の引き上げ寄与が大きいのは、七ヶ

　

中卒以下
人口比率

製造業就
業者数比
率

卸小売業
就業者数
比率

宿泊・飲
食業就業
者数比率

公共投資
依存度

就業者転
入超過率

市町村民
所得

昼夜間就
業者数倍
率

固定効果

七ケ浜町

松島町

東松島市

大郷町

柴田町

村田町

山元町

塩竈市

川崎町

亘理町

大河原町

石巻市

大崎市

涌谷町

名取市

大和町

角田市

白石市

南三陸町

仙台市

多賀城市

気仙沼市

利府町

丸森町

岩沼市

蔵王町

美里町

女川町

登米市

大衡村

栗原市

加美町

富谷市

色麻町

七ケ宿町

表13. 宮城県内市町村平均失業率との偏差及び各要因の寄与(model⑫2020)

失業率
偏差

(実績値)
残差 推定値
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宿町、山元町、色麻町などであるが、このうち

山元町、色麻町では昼夜間就業者数倍率が失業

率を引き下げる方向に作用している。

次に、失業率が上位と下位の主な地域の格差

要因を考察する。最上位の七ヶ浜町では町内に

常住する就業者の 割超が町外に通勤で流出して

いることから昼夜間就業者数倍率が県内で最も

低く失業率の抑制要因となっているが、卸小売

業就業者数比率が塩竈市に次いで 番目に高く、

これが失業率の水準を大きく押し上げている。

松島町や東松島市では卸小売業就業者数比率の

高さや市町村民所得の低さが失業率の引き上げ

要因となっている。一方、最下位の七ヶ宿町で

は市町村民所得が県内で最も低く失業率の引き

上げ要因となっているが、卸小売業就業者数比

率も最低でありこれが失業率の水準を大きく下

押ししている。色麻町も七ヶ宿町と同じ構図で

あり、市町村民所得が 番目に低いが、卸小売業

就業者数比率が 番目に低く失業率を引き下げて

いる。富谷市は卸小売業就業者数比率が 番目に

高く失業率の引き上げ要因となっている。一方、

中卒以下人口比率が最も低いことに加え、仙台

市のベッドタウンとしての特性から昼夜間就業

者数倍率が 番目に低く市町村民所得が 番目に

高いなど、失業率の引き下げ要因が強く良好な

雇用パフォーマンスを実現している。

仙台市の失業率の推移は以下のとおり。

(％)

仙台市

宮城県

都道府県平均

このように宮城県内市町村における失業率格差

は、主に製造業就業者数比率や卸小売業就業者数

比率といった産業構造要因と市町村民所得や昼夜

間就業者数倍率といった人口移動要因により生じ

ていると考えられる。地域の産業構造や人口移動

は集積の経済 地域特化の経済、都市化の経済 が

長期にわたり作用した結果として形成されたもの

であり、容易には変わらない。このような地域特

性に持続性があることが宮城県内市町村において

失業率格差に固定化の傾向がみられる基本的要因

と考えられる。もっとも市町村における地域特性

の持続性は、都道府県と比べると地理的範囲が狭

くイベントに伴う相対的な影響度が大きいことか

ら変動が生じ易い面がある。失業率改善のための

政策的含意としては、それぞれの市町村における

失業率の特性を踏まえた的を射た取り組みを進め

ることが重要となる。概して卸小売業の失業リス

クと所得水準が失業率に及ぼすインパクトが大き

いことから、マッチング機能の強化や所得の向上

策が求められる。

最後に仙台市の失業率 について考察する。仙

台市の労働力人口及び失業者数が宮城県に占め

る割合 年 は、それぞれ ％、 ％と

約半数に達している。このため宮城県の失業率

の変動に対する仙台市の寄与をみると 表 、

失業率が上昇局面にあった 年で ％、

(％)

寄与度 寄与度

失業者数
要因

労働力人口
要因

失業者数
要因

労働力人口
要因

宮城県

  仙台市

  大崎市

  石巻市

  名取市

  登米市

失業率増減 失業率増減

表14. 宮城県の失業率の変動に対する県内市町村の寄与
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下降局面にあった で ％となってお

り、仙台市が宮城県の失業率に対し圧倒的な影

響力を持つことがわかる。一方、仙台市の失業

率は 年までは宮城県の失業率を上回る傾向

にあったが、 年以降はやや下回る水準で推

移しており、県内市町村の中で特段高いわけで

はない。もっとも都道府県平均失業率に対して

は 年以降一貫して上回っており、これと宮

城県の失業率に対する影響力を併せてみると、

宮城県の失業率を都道府県平均を上回る水準に

押し上げている主因の１つは仙台市の失業率の

高さにあるといえる。

仙台市は、東北地方の中枢都市として商業機

能をはじめとした都市機能が集積し、域内では

所得水準も高いことから、県内のみならず隣接

県からも労働力が流入し、摩擦的・構造的失業

が生じている。ここで流入してくる労働力に見

合った就業の場が整備されていれば、失業率は

抑制されるはずだが、現状では不十分な状況に

ある。仙台市における若年層の人口移動状況 表

をみると、 歳代後半及び 歳代前半では東

北 県での入超を主因として全体でも転入超過と

なっているが、首都圏に対しては大幅な転出超

過となっている。そして 歳代後半になると首

都圏に対する出超が東北 県に対する入超を上回

東北地方から仙台市への大学等進学者が多い主因は、宮城県 実質的に仙台市 の潜在大学収容率が高いことにある。

潜在大学収容率は、都道府県の大学進学者に対して当該都道府県内にどの程度の進学先があるかを示すものであり、

年の宮城県の当該比率は となっており、京都府、東京都に次いで全国で 番目に高い。一方、東北各県は、青森

県 位 、岩手県 位 、秋田県 位 、山形県 位 、福島県 位 となっており、自県内に

進学先が少ない状況にある。

り、全体でも転出超過に転じる。なお、 年

は前年に比べ総じて転入超過幅が拡大している

が、これは の流行に伴い転出が抑制さ

れたことによるものであり、これまでの構図に

変化はない。東北地方に対する入超の主因は大

学等への進学者の流入 であるが、このような人

口移動状況は一旦流入した若年層が就職を機に

東京都を中心とした首都圏に大量に流出してい

ることを示唆している。仙台市には以前から東

北地方の若年層の首都圏への流出を食い止める

ダム効果が期待されてきたが、現在でも中継点

としての性格が強くその効果は十分には果たさ

れていない。

仙台市の失業率の改善のためには、このよう

な状況に対処する必要があり、そのためには若

年層、特に高度人材を惹き付ける魅力的な就業

の場を整備する必要がある。そこには首都圏に

はない仙台市あるいは東北地方の優位性・独自

性を活かしたものが求められる。他方、失業率

の押し上げ効果が大きい卸小売業は仙台市の基

幹産業であり基盤産業でもある。ここでの失業

リスクを低減することが重要であり、そのため

の取り組みとしては卸小売業に的を絞り込んだ

マッチング機能の強化や生産性向上のためのコ

ンサルティングの活用が効果的と考えられる。

(人)

15-19歳 20-24歳 25-29歳 15-19歳 20-24歳 25-29歳

全国

県内市町村

県外

　東北5県

　首都圏

　その他

注）首都圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の1都3県。

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

総数 総数

2019年 2020年

表15. 仙台市の転入超過数
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むすび

本稿では、都道府県間の失業率格差の要因分

析を通して宮城県の失業率が相対的に高い要因

を捕捉するとともに、宮城県内市町村の失業率

格差の要因について考察した。

年から 年までの都道府県別失業率を

概観したところ、都道府県間の失業率格差は趨

勢的に縮小しているが、失業率が相対的に高い

地域と低い地域は固定化していることが観察さ

れ、失業率格差には根強い地域的粘着性が存続

していることが示された。そしてこのような失

業率の都道府県格差の要因について、重回帰分

析とパネル分析を用いて推定した。

推定の結果、失業率に対して横断的な引き上

げ効果を持つのは、中卒以下人口比率と卸小売

業就業者数比率、宿泊・飲食業就業者数比率で

あり、このうち中卒以下人口比率と卸小売業就

業者数比率は縦断的な押し上げ効果も有するこ

とが示された。一方、失業率に対して横断的な

引き下げ効果を持つのは、製造業就業者数比率、

公共投資依存度、就業者転入超過率及び県民所

得であり、このうち就業者転入超過率は縦断的

にも引き下げ効果を持つが、製造業就業者数比

率は縦断的には失業率の押し上げ要因として作

用することが明らかとなった。そして失業率が

上位・下位の常連地域では、これらの失業率に

影響を与える要因の全国的な位置付け 順位 に

は大幅な変動はみられない。失業率に強い地域

的な粘着性があるのは、このような地域の産業

構造や所得などの相対的な位置付けが容易には

変化しないことによるものと考えられる。

宮城県の失業率は 年頃から相対的に上昇

し失業率の上位グループに張り付く動きがみら

れる。その要因を分析した結果、宮城県の失業

率が相対的に高い水準にあるのは、製造業就業

者数比率が低く卸小売業就業者数比率が高いと

いう産業構造要因が基底にあり、そこに公共投

資依存度や県民所得の低さという失業率の底上

げ要因が加わったことによるものと考えられる。

政策的含意としては、失業率の押し上げ要因と

なっている産業に特化した職業紹介など対象分

野を明確にしたマッチング機能の強化や自動車

や半導体製造装置といった高い付加価値を創出

できる産業の厚みをさらに増すことが失業率の

抑制効果を高める有効な方策と考えられる。

宮城県内市町村の失業率を概観した結果、市

町村間の失業率の変動に傾向的な動きは観察さ

れなかったが、失業率が上位と下位の市町村に

は固定化の傾向がみられ、都道府県と同様に地

域的な粘着性が確認された。失業率の市町村格

差の要因を推定した結果、失業率に対して継続

的に横断的な引き上げ効果を持つのは、製造業

就業者数比率、卸小売業就業者数比率及び昼夜

間就業者数倍率であり、このうち製造業就業者

数比率と卸小売業就業者数比率は縦断的な引き

上げ効果も有することが示された。一方、横断

的な引き下げ効果を持つ要因として市町村民所

得が抽出された。総じてみると宮城県内市町村

における失業率格差は、製造業就業者数比率や

卸小売業就業者数比率といった産業構造要因と

市町村民所得や昼夜間就業者数倍率といった人

口移動要因により生じていると考えられる。そ

してこのような失業率に影響を与える地域特性

に持続性があることが宮城県内市町村において

失業率格差に固定化の傾向がみられる基本的要

因と考えられる。失業率改善のためには、それ

ぞれの市町村における失業率の特性を踏まえた

的を射た取り組みを進めることが重要となる。

概して卸小売業の失業リスクと所得水準が失業

率に及ぼすインパクトが大きいことから、マッ

チング機能の強化や所得の向上策が求められる。

本稿では、失業率の地域間格差の要因を推定

することを目的にしたが、近年、人手不足問題

が注目されており、地域における失業と人手不

足の関係について考察する余地があり今後の研

究課題としたい。なお、これについてはトピッ

クで導入的な論考を行った。
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トピック

人人手手不不足足とと失失業業

日本の失業率はリーマンショック後から改善

に向かい 年にはバブル期並みの ％まで低

下した一方、有効求人倍率は 倍とバブル期

を上回る水準まで上昇した。これに人口減少や

少子高齢化といった要因が加わり、雇用問題の

論点は失業から人手不足に移った感がある。し

かし、ここで論者が強調したいのは、今日的な

人手不足と失業には通底する構造的な要因があ

り、これらを考察する際にはこの問題に目を向

ける必要があるということである。

産業別の人手不足と離職 失業 の状況を概観

すると次のようになる。厚生労働省「雇用動向

調査」から 流行前の 年における産

業別の未充足求人数をみると、卸小売業が 万

人 卸売業 万人、小売業 万人 と最も多く、次

いで宿泊・飲食業 万人、医療・福祉 万人 医

療 万人、福祉 万人 となっている。また、欠

員率 未充足求人数を常用雇用者数で除したも

の は宿泊・飲食業が ％と最も高く、次いで

建設業 ％ 、生活関連サービス業・娯楽業

％ 、卸小売業 ％ となっており、相対

的にはこれらの産業で人手不足が深刻といえる。

一方、産業別の離職率をみると、宿泊・飲食業

が ％と最も高く、生活関連サービス業・娯

楽業 ％ 、その他のサービス業 ％ な

ど続く。ここで産業別の欠員率と離職率の関係

をみると、相関係数は となり有意な正の関

係にある。このことは人手不足の深刻度が高い

産業ほど失業リスクが高い傾向にあることを示

している。そして人手不足が深刻で失業リスク

が高い産業を中心に、人手不足と失業が繰り返

されそれが底だまりしている状態を示唆する。

人手不足の要因については様々な議論がある

が、松田 は、人手不足が慢性化している

介護について、介護現場における人手不足の根

本的要因は、介護労働の担い手として劣悪な労

働条件下でも確保し得る人材 女性、若年層、ボ

ランティア等 を充ててきたこと、介護保険制度

の導入が介護労働者の労働条件のさらなる悪化

と福祉労働の変容を招いたことにあるとしてい

る。竹田 は、保育・看護・介護分野の人

手不足の要因は、高まる保育・医療・介護ニー

ズに対して、それに相応しい公的規制の導入や

財政支出を行わず、規制緩和・市場化・営利化

という新自由主義的な対応を図ったため、これ

らの分野の労働者の働き方や労働条件がブラッ

産業別未充足求人数、欠員率、離職率(2019年) (万人、％)

未充足求人数 欠員率 離職率

卸小売業

宿泊・飲食業

医療・福祉

建設業　　　

製造業　　

その他のサービス業

運輸業・郵便業

生活関連サービス業・娯楽業

教育・学習支援業

不動産業・物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

情報通信業

複合サービス事業

金融業・保険業

電気・ガス・熱供給・水道業

鉱業・採石業・砂利採取業

産業計
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ク化したことにあるとしている。また、コンビ

ニの 日・ 時間営業や宅配便の 再 配達頻度

などサービス過剰社会化も人手不足の一因とし

ている。これらの指摘は、今日的な人手不足問

題の本質は単に人口減少といった労働力の「数」

の問題ではなく、制度や慣行、労働条件といっ

た労働の現場の「質」にかかわる構造的な問題

にあることを示唆している。

一方、失業は一般にその発生要因によって、

財の総需要が不足し労働需要が減少するために

生じる需要不足失業、企業が求める人材と求職

者が持つ能力や希望とのミスマッチにより生じ

る構造的失業、企業と求職者が持つ情報が不完

全であるため両者が相手を探すのに時間がかか

ることにより生じる摩擦的失業に分けられる。

これら 者を区分することは容易ではなく、特に

構造的失業と摩擦的失業の区分は明確ではない

ことから、ここでは摩擦的失業を構造的失業に

含んで扱う。構造的失業を計測する代表的手法

として 分析がある。

労働市場において情報の不完全性や労働者の属

性に不均一性がなければ、労働力の需要が供給

を上回るときは欠員のみが生じ、逆の場合は失

業のみが生じるはずである。しかし現実には情

報の不完全性などがあるため、需要超過であっ

ても失業が、供給超過であっても欠員が存在す

る 西川 。 分析はこのような失業と欠

員の併存関係を利用したものであり、雇用失業

率と欠員率が一致する失業率を求め、これを構

造的失業率 摩擦的失業率＋構造的失業率：均衡

失業率 とし、実際の失業率と構造的失業率の差

を需要不足失業率とする。労働政策研究・研修

機構 と「ものづくり白書」 におけ

る 分析の結果をみると、構造的失業率は

年以降緩やかな低下基調で推移し、 年頃か

らは概ね横ばいとなっている。そして 年半

ば以降は 年の一時期を除いて実際の失業率

を上回る水準となっている この間需要不足失業

率は負の値となる 。このように実際の失業率が

欠員率と失業率が均衡する構造的失業率を下回

っていることは、加藤 や佐藤 が指

摘しているように、目先の人手不足を補うため、

企業が本来求める条件を満たさない場合でも雇

用のマッチングが実現していることを示唆して

いる。この場合、当面の労働力の「数」は確保

できても「質」が伴わないため、企業の質的な

人手不足は改善されない。労働者側では自らの

能力や希望と一致しない場合でも就業している

ことが示唆され、これは早晩の離職を誘発し失

業リスクを高めることとなる。このような人手

不足と失業が循環しながら併存する形態でのマ

ッチングは上述したような人手不足が深刻な介

護や保育、運輸や小売などの分野で相対的に多

く発生していると推察される。

このように今日的な人手不足と失業について

考察すると、それらには通底する構造的な要因

があることが示唆される。そしてその本質は労

働力の「数」の問題ではなく、労働の現場の

「質」の問題にあると考えられる。国では人手

不足への対応について、人手不足が深刻な分野

を中心に労働条件や労働環境の改善を図る姿勢

は示しているものの、外国人労働力の受け入れ

拡大といった労働力の「数」でカバーしようと

する意図が強いように推察される。仮に外国人

労働力で「数」を補っても、就労環境が変わら

なければ、新たに大量の構造的な人手不足と失

業を生み出すことになる。労働の現場の「質」

の問題は制度や慣行、過当競争などに根差した

ものと考えられることから、これらに対する抜

本的な対策を早期に進めることが求められる。

それによりはじめて構造的な人手不足と失業が

同時に改善されることになる。



27

－ －

参考文献

水野朝夫 「失業率の地域的構造とその決

定要因」『日本の失業行動』中央大学出版

部

外館光則 「日本における失業率の地域間

格差とその持続性について」『一橋論叢』

巻 号

岩本俊也 「失業と就業の地域構造と地域

活性化」『

』

伊達木瀧之助 「雇用と失業―全国及び長崎

県を中心に―」『調査と研究』第 巻第

号

伊達木瀧之助 「失業の地域間格差の背景と

発生要因」『調査と研究』第 巻第 号

杉浦裕晃 「雇用改善状況の経済学的分析－

年齢別・地域別労働市場の観点から－」『日本

労働研究雑誌』

勇上和史 「雇用失業情勢の都道府県格差

とその要因」『第 期プロジェクト研究シリー

ズ 地域雇用創出の新潮流－統計分析と実

態調査から見えてくる地域の実態』

勇上和史 「失業率の都道府県間格差につ

いて－国勢調査による接近－」『 』

牧田修治 「都道府県失業率の決定要因」

『四国大学経営情報研究所年報』第 号

阿部正浩 「賃金と失業率の都道府県格差」

『経済学論纂』第 巻第 ・ 合併号

奥井亮 「固定効果と変量効果」『日本労働

研究雑誌』

三輪哲 「パネルデータ分析の基礎と応

用」『理論と方法』

労働政策研究・研修機構 『ユースフル労

働統計 』

宇根尚秀・鈴木知道・飯塚悦功 「重回帰

分析における変数選択に関する一考察」『応

用統計学』第 巻 号

加藤秀忠 「均衡失業率の高止まりと雇用

ミスマッチの硬直化」三井住友信託銀行『 調

査月報』

佐藤千尋 「我が国の労働需給に対する一考

察－直面する供給制約、求められる労働市場の

『柔軟化』－」『立法と調査』

松田尚子 「介護保険制度下における人手

不足の要因と対策に関する一考察」『佛教大

学大学院紀要社会福祉学研究科篇』第

号

竹田昌次 「今日の人手不足をどうみるか

－その新自由主義的性格の発見－」『労務理

論学会誌』 巻

西川正郎 「構造的失業とミスマッチ」

『労働市場と所得分配』 慶應義塾大

学出版会

加藤久和 『 で計量経済分析』日本評

論社







77R&C　調査研究レポート　2024年2月発行
発行／七十七リサーチ＆コンサルティング㈱　tel. 022－748－7720　http://www.77rc.co.jp

調査研究レポート
失業率の地域間格差に関する一考察

― なぜ宮城県の失業率は高いのか ―

七十七リサーチ＆コンサルティング株式会社


